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政策の柱 Ⅰ　市民の安全で健康な笑顔あふれる暮らしを支えるために
政策名

（基本施策名）
４　愛情豊かに子どもたちを育む 政策の達成目標

（基本施策目標）
地域社会が一体となって，子育ち・子育ての支援に取り組み，子育て家庭が愛情を持って安心して
子どもを生み育て，子どもがいきいきと子どもらしく育っています。

施策目標 すべての子育て家庭がそれぞれの家庭状況に応じた子育て支援を受けながら安心して子どもを生み育てています。
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子育てに不安や負担を感じてい
る人の割合（％）

単年度
目標値

51.4% 48.7% 46.0% 43.2% 40.5% 26.4% 26.1% 22.0% 27.4%
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（H24実績）
51.4% 実績値 51.4% 51.9% 47.4% 53.2% -0.3% -4.1% 5.4%
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（Ｈ29）

37.8%
単年度の
達成度

100.0% 93.8% 97.0% 81.2%
  ③　主要な構成事業の進捗状況
　　（主要な構成事業の個別の進捗状況は，「３　施策を構成する事業の状況｝を参照） Ｂ
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①施策指標
　Ａ ：達成度９０％超
　　　　　　［３３点］

Ｂ ：達成度７０％～９０％
　　　　　　［２５点］

Ｃ ：達成度７０％未満
　　　　　［１５点］

②市民意識
調査結果
（満足度）

　Ａ ：前年度より向上
　　　　　（＋５ｐｔ超）
　　　　　　［３３点］

Ｂ ：前年度同水準
　　　（±５ｐｔ以内）
　　　　　　［２５点］

Ｃ ：前年度より低下
　　　（－５ｐｔ超）
　　　　　［１５点］

③主要な構成
事業の

進捗状況

　Ａ ： 計画以上
 　　 （主要な構成事業の
　　　２割超が計画以上）
　　　　　　［３３点］

　Ｂ ： 計画どおり
 　 　（主要な構成事業の
　　　８割以上が計画どおり）
　　　　　　［２５点］

Ｃ ： 計画より遅れ
 　 （主要な構成事業の
　　２割超が計画より遅れ）
　　　　　［１５点］

総合評価
　順調 ：（Ａ評価が２つ以上
（Ｃ評価がある場合を除く。））
　　　　　［９０点以上］

　概ね順調 ：
　（主にＢ評価が２つ以上）
　　［６５点以上９０点未満］

　やや遅れている ：
　（Ｃ評価が２つ以上）
　　　　［６５点未満］取組内容と成果・成果の要因，進捗の状況

施策を取り
巻く環境等

・幼児期の学校教育と保育の一体的な提供や子育てサービスの質を高め，社会全体で子育てを支える新しい仕組みである「子ども・子育て支援新制度」が平成27年度からスタートした。
・本市においても，新制度の円滑な運用を図るため，平成27年3月に策定した「宇都宮市子ども・子育て支援事業計画」に基づき，教育・保育の供給体制の確保や地域子ども・子育て支援事業を着実に推進する必要がある。
・新制度への移行に伴う待機児童の定義の一部見直しや教育・保育施設の利用定員の弾力的運用に対する取扱いの厳格化などにより，待機児童が発生した。
・平成28年3月28日，国から全国的に発生した待機児童解消のための緊急的な取組が示されたことから，本市において情報収集に努め，早急に内容を把握し，平成28年度に取組む施策を検討していく必要がある。

総
合
評
価

78点

施策指標

仕事と子育ての両立への不安感や核家族化による子育ての身体的負担感などにより，「子育てに不安や負担を感
じている人の割合」が増加し，目標値を下回る結果となっている。
「保育所入所待機児童数」については，利用定員の見直しや認定こども園移行，小規模保育事業等の新設など，
教育・保育施設の供給体制の確保に計画的に取り組んでいるものの，共働き世帯の増加などによる保育需要が伸
びていることや，新制度への移行に伴う待機児童の定義の見直しなどにより，平成27年4月1日は待機児童が発生
した。

市民満足度

「宮っこ　子育ち・子育て応援プラン」に基づく，妊娠から出産・子育てまでの切れ目ない支援の継続的な実施や，「宇
都宮市子ども・子育て支援事業計画」に基づく，計画的な教育・保育サービスの充実など，安心して子どもを生み育
てられる環境づくりや新制度への期待感などにより市民満足度については向上が図られたものと考えられる。

概ね順調

※『①施策指標』の単年度の達成度の計算について

★ 逓増型の指標（目標値が基準値より増加することが望ましいもの） × １００ （％）

★ 逓減型の指標（目標値が基準値より減少することが望ましいもの） × １００ （％）

実績値
目標値

目標値
実績値

26.4 26.1 22.0 27.4 
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３　施策を構成する事業の状況 ※凡例　○：「総合計画の戦略プロジェクト・主要事業」対象，★：「③ 主要な構成事業の進捗状況」対象（５事業選択）

№ 事業名
戦略Ｐ・
主要事業

※
事業の目的

事業内容 事業の
進捗状況

H2７
事業費

（千円）
開始年度

日本一
施策
事業

施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針

対象者・物（誰・何に） 取組（何を）

1 妊婦健康診査
妊娠中の異常の予防・早期発
見・早期治療の支援

妊婦

母子健康手帳交付時に受診票
（14回分）を交付，医療機関の
健診（保険診療外）時に１回目2
万円，8回目1万1千円，11回目
9千円，その他の回5千円を上
限に公費負担する。

計画どおり 440,152 H8

安心して妊娠期を過ごし，出産を迎えられるよう，妊娠異常の予防や早期発
見・早期治療を促し，引き続き，妊婦の健康管理を適正に行う。また，事業の
趣旨を含めた制度の十分な周知を行い，受診率の向上に努めながら，健康
診査を継続して実施する。

2 妊産婦医療費助成 ○★

・病気の早期発見・早期治療
の促進，妊産婦の健康増進
・子育て家庭の経済的負担の
軽減

妊産婦
安心して妊娠・出産できるよう，妊産婦に対する妊娠異常などの早期発見や
早期治療を促し，引き続き，健康増進の推進と経済的負担の軽減を図る。

治療に要した保険適用外費用
の一部を助成する。

子どもを希望する多くの夫婦の不妊治療に係る経済的負担の軽減を図るた
め，H28年3月から初回治療の助成額拡大や男性不妊治療への新たな助成を
実施したところであり，引き続き，市HPや医療機関窓口等での事業の周知に
努める。

子どもの発育発達・栄養・運
動・子育て支援に関すること等
について，講話や体験学習，情
報提供を行う。

母子健康手帳交付時に歯科健
診受診票（１枚）を渡し，委託し
た医療機関で受診してもらう。
費用は全額市で負担。

計画どおり

保険診療自己負担分医浪費を
助成する。（一部自己負担あ
り）

計画どおり 164,825 S48
トップ
クラス

4 妊産婦の歯科健康診査
妊娠中の口腔疾患の予防・早
期発見・早期治療の支援

妊婦

3 不妊治療費助成 ○
不妊治療を受けている夫婦の
経済的負担の軽減

不妊治療を受けた夫婦

妊産婦の健康維持を支援するため，妊娠中の口腔疾患の予防や早期発見・
早期治療を促し，引き続き，母子の口腔内の健康保持を図る。また，妊娠届
出時や産婦人科での健診時の保健指導などにおいて，歯科健診の重要性を
周知し，受診率の向上に努めながら，歯科健康診査を継続して実施する。

計画どおり 175,698 H16
トップ
クラス

9,701 S57

6 ママパパ学級
安心安全な出産と夫婦・家族
の協力による子育て支援

妊婦とその夫

5 健康教育（母子）
育児に関する正しい情報提供
による育児不安の軽減及び虐
待の予防

乳幼児とその保護者

夫婦共同による育児を促進するため，医療機関で実施する妊娠・出産期の教
育との役割分担を整理し，ママパパ学級がより効率的・効果的に実施できる
よう，実施内容等の検討を進めるとともに，ママパパ学級を継続して実施す
る。

計画どおり 666 S29
安心して子育てを行うことができるよう，引き続き，母子に対して子育て支援
に関する情報提供等を行うとともに各地域の特性に応じた内容を取り入れな
がら，実施していく。

妊娠の届出をしたものに対し，
母子健康手帳を交付する。

保健師，助産師，栄養士を講師
とし，妊娠・出産・育児に関する
講話，実習，グループワークの
実施

計画どおり 1,417 S41

8 こんにちは赤ちゃん事業
母子の状況等の把握と育児
不安の軽減

生後4か月までの乳児と
その保護者

7 母子健康手帳の交付 母と子の健康管理と保持増進 妊婦

出産後の育児支援や虐待の未然防止を図るため，引き続き，全戸訪問による
面接を実施する。また，面接率の向上や訪問指導員の確保，資質向上に取り
組むとともに，要支援者については，保健福祉事業との連携を図りながら継
続した支援に取り組む。

計画どおり 1,173 S17 母と子の健康管理と保持増進に役立てられるよう，継続して実施していく。

保険診療自己負担分の医療費
を助成する。

生後4か月までの乳児のいる家
庭の全戸訪問を実施し，母子
の健康状態や養育環境の把握
と必要な保健指導・育児情報
の提供をする。

計画どおり 22,875 H19

10 幼児健康診査 ○
身体的な疾病や障害等の早
期発見及び幼児の健全育成
のための育児支援

幼児

9 こども医療費助成 ○★

・病気の早期発見・早期治療，
こどもの健康増進
・子育て家庭の経済的負担の
軽減

小学６年生までの児童

幼児の健康の保持増進を図るため，引き続き，子どもの健康状態の確認や育
児に関する指導・相談を行う。また，市医師会等との連携を強化し，受診率の
向上と健康診査の質の充実を図るとともに，すこやか訪問事業を通して，未受
診の子どもに対する支援体制の充実を図りながら，幼児健康診査を継続して
実施する。

計画どおり 2,003,977 S47

すべての子育て家庭が安心して子育てを行えるよう，子どもの病気の早期発
見及び早期治療を促し，健康増進の推進と経済的負担の軽減を図る。また，
H28年4月から人口減少対策の一つとして，助成対象年齢を中学３年生まで拡
大し，更なる子育て環境の充実を図る。

医療機関に委託し，股関節開
排制限検査及び大腿骨骨頂の
位置の検査を実施する。

市内9会場において，月9～10
回，各年112回，集団健診方式
で，問診・計測・診察・相談等

計画どおり 30,620

1歳6か月
S53

3歳
H8

12 乳児健康診査 ○

心身障害の疑い，又はその可
能性のある乳児の早期発見
及び児の健全な発育・発達の
支援

乳児

11 先天性股関節脱臼検診
先天性股関節脱臼の早期発
見

生後3～4か月児

心身障害の疑い等のある乳児の早期発見や健全な児の発育・発達を支援す
るため，引き続き，子どもの健康状態の確認や育児に関する指導・相談を行
う。また，関係機関との連携を強化し，受診率の向上と健康診査の充実を図る
とともに，すこやか訪問事業を通して，未受診の子どもに対する支援体制の充
実を図りながら，乳児健康診査を継続して実施する。

計画どおり 32,469 S53

先天性股関節脱臼の早期発見と適切な治療につなげるため，引き続き，事業
の実施を図る。また，こんにちは赤ちゃん訪問指導や乳児健診などの機会に
受診を勧奨し，受診率の向上を図りながら，先天性股関節脱臼検診を継続し
て実施する。

適切な食生活に関する講話を
行う。

委託医療機関における個別健
診方式で，問診・計測・診察・相
談等を行う。

計画どおり 54,432 S60

14 児童福祉施設等産休等代替職員雇用費補助金
児童福祉施設等における保育
の質の維持・向上

代替職員を雇用している
乳児院等

13 食育の推進 ○
学齢期以降の肥満及び将来
の生活習慣病発症の予防

３歳児健康診査受診児

乳児院等職員の休暇等の際に代替職員を雇用することにより保育の質の維
持・向上を図る必要があることから，今後も継続して実施する。

計画どおり 874 H20
肥満や将来の生活習慣病発症を予防するため，引き続き，３歳児健康診査の
受診児および保護者全員に対し，適切な食生活に関する理解の促進と生活
改善に向けた支援に取り組む。

個別家庭訪問により，母子の
心身の状況及び家庭状況等を
把握し，必要な保健指導を行
う。

休暇代替職員(保育士)の雇用
賃金を助成する。

計画どおり 0 Ｈ8

15 すこやか訪問事業
母子の心身の状況や養育環
境などの把握及び適切な養育
支援による児童虐待予防

乳幼児健康診査未受診
児

計画どおり 6,684 H23

健康診査未受診児は，社会的孤立などにより虐待に陥るリスクが高いことか
ら，保護者の育児の様子や児の発育状況などを把握するため，引き続き，保
健福祉事業との連携を図りながら実施する。また，状況が把握できない児童
については，要保護児童対策協議会等との連携を図りながら把握に努めてい
く。



子ども及びその保護者
等，妊娠している方

教育・保育・その他の子育て支
援の情報提供，必要に応じた
相談・援助等

23 利用者支援事業（宮っこ子育てコンシェル）
地域における子育て家庭に対
する支援の推進

保健師等による妊娠・出産・育
児等の健康に関する個別の相
談

19 性と健康に関する思春期の健康教育
思春期の若者を対象とした性
と健康に関する正しい知識や
情報の提供

小・中・高校生など

18 一般健康相談
妊娠・出産・育児など様々な健
康問題や悩みに対する必要な
知識の提供・助言

妊産婦，乳幼児とその保
護者，思春期の子どもと
その保護者等

思春期の若者が性と健康に関する正しい知識を理解・習得できるよう，引き続
き，学校や教育委員会，保健予防課等と連携を図りながら，小中高校生を対
象とした講座を継続して実施する。

計画どおり 2,598 S29
より多くの市民が利用できるよう，引き続き，相談窓口の周知徹底を図るとと
もに，市内の保健と福祉の相談窓口５か所に「子育て世代包括支援センター」
を開設し，利用しやすい相談体制の整備に努める。

家庭訪問により，個々の健康
状態や生活状況に応じた保健
指導や支援を行う。

保健師による「性と健康に関す
る出前講座」を実施する。

計画どおり 306 H12

21 栄養相談(母子)
栄養に関する指導・助言によ
る疾病予防や望ましい食習慣
の改善

妊産婦，乳幼児とその保
護者等

20 訪問指導

妊産婦・乳幼児とその保護へ
の保健指導や支援による疾病
予防や健康増進，育児不安の
軽減

主に乳幼児・児童とその
保護者

子育て家庭の方が，栄養に関して必要な相談が受けられるよう，引き続き，相
談窓口の周知に努めながら，栄養士による専門相談を実施する。また，ニー
ズの増加している離乳食に関する相談等に対しては，離乳食教室などの事業
と連携を図りながら，継続して実施する。

計画どおり 58 S29
保健師等の訪問による支援を必要とする全家庭に対し，引き続き，関係機関
等と連携を図りながら，個々のニーズに合わせた支援を継続して実施する。

地域における遊び場や交流の
場の提供，及び子育ての相
談，情報提供

栄養相談：個別に，栄養に関す
る相談を実施する。
親子の食生活相談：予約制で，
栄養士による個別の栄養相談
を行う。

計画どおり 1,130 H12

24 ファミリーサポートセンター事業
地域ぐるみで子どもや子育て
家庭を支える施策の推進

育児の援助を受けること
を希望する者及び育児
の援助を受けることを希
望する者

22 地域子育て支援拠点事業（子育てサロン） ○★
地域における子育て家庭に対
する支援の推進

出産予定の妊婦とその
家族，概ね３才までの乳
幼児とその保護者

依頼会員に対するサービス提供が確実に行われるよう，協力会員の会員数
増加するため，広く事業の周知を行うとともに，サービスの質の向上に向けた
研修会を実施する。

計画どおり 3,145 H７
「宇都宮市子ども・子育て支援事業計画」に基づき，地域バランスや需給状況
を踏まえ，適切なサービスの提供を推進していく。

利用者のニーズを把握し，必要な情報を提供するとともに，的確にサービスを
コーディネートし利用につなげていく。関係機関との連絡・調整を行い連携を
図る。

計画どおり 0 Ｈ２６

計画的な公立保育所の増改
築，改修等を実施

保育所・幼稚園の開始前・終了
後の子どもの預かりや保育所・
幼稚園の送迎，冠婚葬祭等の
際の子どもの預かり等の実施

計画どおり 9,596 H13

26
「子ども・子育て支援事業計画」に基づく教育・保育の供給
体制の確保

○★
平成２９年度末の待機児童解
消に向けた供給体制の確保

教育・保育施設の入所児
童とその保護者，在家庭
の親子，事業者

25 公立保育園整備事業（単独） ○

入所児童及び利用者の安全
で衛生的な保育環境の確保
及び，公立保育所入所児童の
処遇向上

公立保育所

「子ども・子育て支援事業計画」に基づき，保育需要に対応するため，利用定
員の見直し，教育・保育施設の整備や認可外保育施設の認可化等を実施す
ることにより，平成２９年度末までの待機児童の解消に向け，効果的・効率的
に供給体制を確保していく。

計画どおり 90,375 S２７
引き続き，地域における子育て支援が行えるよう，施設の維持管理に努め
る。また，社会環境の変化や保育・子育て支援などに関するニーズを踏まえ，
必要な機能の整備について検討していく。

・保護者が児童の養育が困難
な際に，保護者に代わり一時
的に養育を行うもので，現在，
児童福祉施設5施設に事務を
委託して実施

利用定員の見直し（個別説明
の実施等）
認定こども園移行，保育所の増
築・分園等
認可外保育所の認可化，小規
模保育事業等の新設（施設整
備に関する計画の策定・調整，
事業者の公募の適正な実施）

計画どおり 347,144 Ｈ２７

28 病児保育事業費 ○
病気及び病気の回復期の児
童の保護者の子育てと就労の
両立の支援

病児対応型の施設

27 子育て支援短期入所事業
一時的な養育困難家庭におけ
る子育て支援及び児童虐待の
未然防止

児童（18歳未満）及びそ
の保護者

Ｈ８
「宇都宮市子ども・子育て支援事業計画」に基づき，地域バランスや需給状況
を踏まえ，適切なサービスの提供を推進していく。

計画どおり 2,880 H6

保護者が疾病その他の事情により居宅で児童を養育できなくなるなど，必要
なときに支援が受けられるよう，引き続き，事業の積極的な周知を図りなが
ら，子育て家庭の支援に努めていく。
利用者の増加に対応するため，１施設を新たに実施機関として追加し，計6施
設において事業を展開する。

家庭において一時的に保育が
困難になった乳幼児の保護者
が安心して子育てができる環
境を整備

一時預かり事業を実施す
る私立保育所等

急病や短時間勤務等に伴う一
時的な保育需要への対応のた
めの運営費補助

病児，病後児など集団保育の
困難な児童等の健全な育成

計画どおり 49,136

「宇都宮市子ども・子育て支援事業計画」に基づき，地域バランスや需給状況
を踏まえ，適切なサービスの提供を推進していく。また，国の通知を踏まえ，
必要に応じて検討していく。

30 地域子育て支援拠点事業費補助金 ○
地域における子育て家庭に対
する支援の推進

地域子育て支援拠点事
業を実施する私立保育
所等

29 一時預かり事業補助金 ○

地域の子育て中の保護者の育
児負担の軽減のための事業に
対する運営費補助

計画どおり 29,525 Ｈ１３
「宇都宮市子ども・子育て支援事業計画」に基づき，地域バランスや需給状況
を踏まえ，適切なサービスの提供を推進していく。

計画どおり 112,080 Ｈ２１

16 未熟児グループ支援事業
未熟児をもつ親の不安や悩み
の共有等による育児支援

未熟児とその保護者

未熟児を持つ保護者の育児不安の軽減を図るため，未熟児として生まれた子
どもの障がいや発達などについての不安や悩みを共有できる場として，引き
続き，育児サークルの協力を得ながら，効果的な事業の実施を図りながら，未
熟児グループ支援事業を継続して実施する。

未熟児を持つ保護者同士のグ
ループを開催し，先輩ママや専
門職（保健師・保育士等）への
相談，保護者同士の情報交換
をする場の提供

計画どおり 7 H12

計画どおり 16,692 H8

むし歯予防や口腔内の疾患等の早期発見を図るため，引き続き，2歳5か月
児の歯科健診等を実施するとともに，歯科健診の重要性を周知しながら，受
診率の向上に努める。また，フッ化物塗布事業については，H28.4から対象者
を小学2年生まで拡充し，むし歯予防の充実を図る。

17 子どものむし歯予防事業
幼児期におけるう歯及び口腔
内の疾患等の早期発見・予防

満２歳児から小学１年生
までの児

・集団による2.5歳児歯科健康
診査
・2歳～小1年生対象としたフッ
化物塗布，歯科検診，口腔衛
生指導等
・よい歯のコンクールの開催



認可保育所の補完的役割を果
たしている民間育児施設に対
し，運営費の一部を補助

一定の基準（入所児童
数・開所時間・職員配置）
を満たす認可外保育施
設

２・３号認定子どもの日本ス
ポーツ振興センターの共済掛
金に要する経費の一部を補助

計画どおり

39 民間育児施設運営費補助金
民間育児施設に対し運営費の
一部を補助することによる安
定的な運営

認可保育所の補完的役割を果たしている民間育児施設への補助は児童の福
祉の向上に資するものであり，継続して実施していく。

計画どおり 12,403 Ｈ２７
平成27年度に国のみなし規定を踏まえ創設した事業であり，児童の健康管理
の充実及び人材確保による待機児童の解消につながることから，継続し実施
していく。

計画どおり 2,592 Ｈ１１

40 看護師等雇用助成事業費補助金
児童の健康管理の充実及び
待機児童解消

私立保育所・認定こども
園・地域型保育事業所

看護師等を雇用するために必
要な人件費を補助

教育・保育施設等において児童の災害時に必要な給付を確保させる必要が
あるため，継続し実施していく。

計画どおり 5,039 Ｓ４７
教育・保育施設等において職員が休暇や研修などを取得する際に，代替職員
の雇用が必要であるため，継続し実施していく。

968 Ｓ４９38 日本スポーツ振興センター事業費補助金 児童の安心・安全確保
私立保育所・認定こども
園・地域型保育事業所

37 民間保育所代替職員雇用費補助金
職員の育児休暇等の取得や
研修参加などによる代替職員
の確保

私立保育所・認定こども
園・地域型保育事業所

代替職員を雇用するために必
要な人件費の補助

31 家庭的保育事業
増大する保育需要に対応し保
育を必要とする低年齢児の待
機児童解消

常時保育を必要とする生
後３か月から３才未満の
乳幼児を保育する家庭
的保育事業

計画より
遅れ

84,330 H19 独自性

「子ども・子育て支援新制度」への移行に伴い，平成27年度内は移行までの
経過措置として，保育事業者に対し，自立に向けた研修や支援を行うなどし，
年度末までに移行が完了したことから廃止した。

保育所・認定こども園が保育に
関する専門的機能を地域の需
要に応じた，幅広い地域活動
事業に対する補助

家庭的保育者の居宅内で保育
を実施

計画どおり 76,672 Ｈ２０

私立保育所等が開所時間を超
えた保育を行う場合の加算分
に対する補助

33 保育所地域活動事業補助金
専門的な機能の地域需要に
応じた幅広い活動による児童
の福祉向上

地域活動事業を実施す
る私立保育所・認定こど
も園

34 乳幼児保育担当保育士増員費補助金
教育・保育施設等における1歳
児の児童の処遇向上

１歳児の保育において，
保育士を本市独自の３：
１の基準で配置している
私立保育所・認定こども
園・地域型保育事業所

これまでの業務に加え，平成28年度から軽作業なども業務対象とし，さらなる
保育士の負担軽減を図り，もって保育士の離職防止につなげるよう業務を拡
大する。

計画どおり 8,421 Ｈ元

「子ども・子育て支援新制度」における給付の仕組みに移行したことに伴い，
「保育所地域活動事業補助金」の内容が，「主任保育士専任加算」で示された
ものの中に，公定価格において保育所が同様の事業を行うことにより加算さ
れる項目があることから，平成２７年度末で廃止した。

教育・保育に対する需要が増加する中，経験豊富な人材を確保し，教育・保
育の質の維持・向上を図る必要があるため，平成２７年度からは，国の処遇
改善等加算の内容の見直しに合わせ，幼稚園教諭等の経験年数を加え補助
の拡充を図った。引き続き，保育士等を安定的・継続的に確保するため継続
し実施していく。

教育・保育施設等において，１歳児の処遇の向上に資することから，継続し実
施していく。また，国の通知を踏まえ，必要に応じて検討していく。

アレルギー対応職員を増員す
るために必要な人件費の補助

本市の基準で，保育士を配置
する場合の人件費の補助

36 アレルギー対応給食提供事業費補助金 児童の安心・安全確保
実利用人数が90名以上
の私立保育所・認定こど
も園

35 保育士等人材確保費補助金
経験豊富な保育士等の安定
的な確保を図り保育所におけ
る多様なニーズへの対応

私立保育所・認定こども
園・地域型保育事業所

経験豊富な保育士等を安定
的・継続的に確保するための
補助

計画どおり 156,547 Ｓ４８

計画どおり 38,662 Ｈ２７

42 放課後子ども教室推進事業（再掲） ○

全ての児童に放課後等に安
全安心な居場所を確保すると
ともに，地域ぐるみで子どもを
育む環境づくり

市民（児童及び地域住
民）

放課後子ども教室の実施

今後，未実施校区に対して，それぞれの立ち上げにあたっての課題を把握
し，学校区ごとの実情に応じた立ち上げ支援を強化していく。
また，実施校区に対して，学習支援やスポーツ・文化活動，交流活動などの
活動内容の充実に向けた支援を継続する。

43 子どもの家・留守家庭児童会事業（再掲） ○★

留守家庭児童の生活の場とし
て遊びやしつけを通した児童
の健全育成と，乳幼児とその
保護者の子育て支援

留守家庭児童及び乳幼
児とその保護者

乳幼児とその保護者への交流
の場，留守家庭児童への遊び
場，居場所の提供

計画どおり 493,051 S41
平成２７年度からの「子ども・子育て支援新制度」の施行を受け，各子どもの
家等が適切に運営できるよう支援の充実を図る。また，平成２９年度からの支
援単位の引下げに向けて，供給体制を確保する。

44 子どもの家建設・整備費（再掲） ○

留守家庭児童の生活の場とし
て遊びやしつけを通した児童
の健全育成と，乳幼児とその
保護者の子育て支援

留守家庭児童及び乳幼
児とその保護者

子どもの家施設の整備及び改
修，修繕，設備等の新増設

計画どおり 89,339 S41

平成２７年度からの「子ども・子育て支援新制度」の施行を受け，利用児童の
良好な生活環境を確保するとともに，見込まれる受入児童数の増加に対応す
る供給体制を確保するため，引き続き余裕教室の活用や一時借用を基本に
取り組んでいく一方，既存施設等の活用が困難な場合においては，現子ども
の家等施設の老朽・狭隘化などの状況を総合的に勘案し，計画的に新たな施
設整備を行う。

45 発達支援児保育事業費補助金
発達支援児の健全な発達を
促す

発達支援児保育事業を
実施する私立保育所・認
定こども園・地域型保育
事業所

発達支援児の処遇向上を図る
ため，発達支援児の受け入れ
に対し，人件費や施設整備の
一部を補助

計画どおり Ｓ５４
発達支援児の健全な発達を促すため，教育・保育施設等での障がい児の受
け入れを促進するとともに，適切な保育を受けることができるよう，発達セン
ター等の関係機関と連携し，発達支援児に対する支援体制の充実を図る。

46 なかよしクラブ事業
地域における子育て家庭に対
する支援の推進

発達の気になる乳幼児と
その保護者

地域における遊び場や交流の
場の提供，及び子育ての相
談，情報提供，園児との交流

47 ここ・ほっと巡回相談事業（再掲）
発達障がいの早期発見・早期
支援

市内の保育所・幼稚園等
に在園する気になる児童

92,827

H19
発達の遅れが「気になる子」を早い段階で必要な支援につなげるため，引き
続き，保育所等訪問支援事業との連携を図りながら園支援の充実を図るとと
もに，園職員の対応力向上を図るため体系的な研修会を開催する。

計画どおり 510 Ｈ８ 独自性
子どもの発達に不安を持つ保護者等が気軽に利用し，親子の交流や相談が
できる施設として，広く周知するとともに，関係機関への橋渡しや助言などが
適切にできるよう支援体制の強化に努める。

41 私立保育園運営費

教育・保育施設等が保育を必
要とする児童に提供する必要
な経費を支給し保育所等の安
定的な運営

施設型給付となる私立保
育所・認定こども園・地域
型保育事業所・幼稚園

・訪問支援の実施
・研修会の実施

計画どおり 944

給付対象となる教育・保育施設等施設の増加に的確に対応し，引き続き，適
切な委託費及び給付費の支給を実施していく。

教育・保育施設等施設の増加
に的確に対応し，適切な委託
費及び給付費の支給を実施

計画どおり 9,576,181 Ｈ２７

計画どおり 467,428 Ｓ４８

32 延長保育促進事業補助金 ○
通常の開所時間を超えた保育
を行い，安心して子育てがで
きる環境を整備

延長保育事業を実施す
る私立保育所等

計画どおり 98,710 Ｓ５６
「宇都宮市子ども・子育て支援事業計画」に基づき，地域バランスや需給状況
を踏まえ，適切なサービスの提供を推進していく。



４　今後の施策の取組方針

子育て施策や事業に関する情
報の集約・発信

計画どおり 1,778 H21

子育て情報総合サイト「宮っこ子育て応援なび」により，子育て支援施策や子
どもや子育て家庭を対象としたイベントなどの情報を発信する。また，市HPや
広報紙により，広く市民に「応援なび」の周知を図るほか，平成２８年度は新た
に子育て情報冊子「にこにこ子育て」において，「応援なび」情報のＱＲコード
の掲載による冊子とサイトの連携等により，市民の子育て情報の活用に係る
利便性の向上を図るなど，さらなる利用拡大に努める。

49
子育て情報提供等事業
（子育て応援団事業）

安心して子どもを生み育てる
ことができる環境づくりの推進

市民（主に子育て家庭）・
地域・企業

今後の方向性

課題

◆子育て家庭がそれぞれ必要に応じた，妊娠から出産・子育てまでの切れ目ない支援を受けながら安心して子どもを生み育てら
れるよう，身近な地域における出産後の母子の健康育児支援や子育て支援機能などの充実に引き続き取り組むほか，産前産後
の健康育児支援のあり方を検討する必要がある。

◆核家族世帯や共働き世帯が増加する中，仕事と子育ての両立支援の充実に向けて，「宇都宮市子ども・子育て支援事業計画」
に基づき，保育サービスの質を確保しながら，利用定員の見直しや認定こども園移行，小規模保育事業等の新設など，計画的な
教育・保育施設の供給体制の確保により，平成29年度末までの待機児童解消に取り組む必要がある。

◆こうした中，平成28年3月28日に国より示された，全国的に発生した待機児童解消のための緊急的な取組について，早期の待
機児童解消に向け，即効性や有効性を検討するとともに，保護者のニーズや現場の意見を踏まえながら優先順位付けを行い，
速やかに取り組んでいく必要がある。

◆障がい児の療育体制については，引き続き，関係機関等と有機的に連携し，障がいの早期発見・早期支援に努めるとともに，
相談機能や療育の充実を図りながらライフステージに応じた一貫した支援を提供する必要がある。

方向性

〈施策全般〉
◆「宮っこ　子育ち・子育て応援プラン（後期計画）」（平成２７年３月策定）に基づき，妊娠・出産の支援や母子の健康育児支援，特に子育て
世代包括支援センター・子育てサロンの機能やファミリーサポートセンター事業の充実などに，地域や子育て支援事業者と連携して取り組む
ことにより，子育て家庭の状況に応じた子育て支援サービスを充実していく。
◆「宇都宮市子ども・子育て支援事業計画」（平成２７年３月策定）や国が示した緊急的な取組への対応により，幼稚園や保育所・認定こども
園などの教育・保育施設における教育・保育サービスを計画的に確保するとともに地域における子育て支援サービスの充実を推進する。
◆障がいの早期発見・早期支援や，ライフステージに応じた一貫した支援を充実するため，引き続き，総合的で専門的な相談・療育支援の
提供を推進する。

〈その他個別事業〉

〈主要事業〉
◆「妊産婦医療費助成」については，安心して妊娠・出産できるよう，妊産婦に対する妊娠異常などの早期発見や早期治療を促し，引き続
き，健康増進の推進と経済的負担の軽減を図る。
◆「不妊治療費助成」については，子どもを希望する多くの夫婦の不妊治療に係る経済的負担の軽減を図るため，H28年3月から初回治療
の助成額拡大や男性不妊治療への新たな助成を実施したところであり，引き続き，市HPや医療機関窓口等での事業の周知に努める。
◆「こども医療費助成」については，すべての子育て家庭が安心して子育てを行えるよう，子どもの病気の早期発見及び早期治療を促し，健
康増進の推進と経済的負担の軽減を図る。また，H28年4月から人口減少対策の一つとして，助成対象年齢を中学３年生まで拡大し，更なる
子育て環境の充実を図る。
◆「幼児健康診査」については，幼児の健康の保持増進を図るため，引き続き，子どもの健康状態の確認や育児に関する指導・相談を行う。
また，市医師会等との連携を強化し，受診率の向上と健康診査の質の充実を図るとともに，すこやか訪問事業を通して，未受診の子どもに
対する支援体制の充実を図りながら，幼児健康診査を継続して実施する。
◆「乳児健康診査」については，心身障害の疑い等のある乳児の早期発見や健全な児の発育・発達を支援するため，引き続き，子どもの健
康状態の確認や育児に関する指導・相談を行う。また，関係機関との連携を強化し，受診率の向上と健康診査の充実を図るとともに，すこや
か訪問事業を通して，未受診の子どもに対する支援体制の充実を図りながら，乳児健康診査を継続して実施する。
◆「食育の推進」については，肥満や将来の生活習慣病発症を予防するため，引き続き，３歳児健康診査の受診児および保護者全員に対
し，適切な食生活に関する理解の促進と生活改善に向けた支援に取り組む。

◆「地域子育て支援拠点事業（子育てサロン）」・「病児・病後児保育事業費」・「一時預かり事業補助金」・「延長保育促進事業補助金」につい
ては，「宇都宮市子ども・子育て支援事業計画」に基づき，地域バランスや需給状況を踏まえ，適切なサービス供給体制を確保していく。
◆「公立保育園整備事業（単独）」については，引き続き，地域における子育て支援が行えるよう，施設の維持管理に努める。また，社会環境
の変化や保育・子育て支援などに関するニーズを踏まえ，必要な機能の整備について検討していく。
◆「子ども・子育て支援事業計画」に基づく教育・保育の供給体制の確保「」については，「子ども・子育て支援事業計画」に基づき，保育需要
に対応するため，利用定員の見直し，教育・保育施設の整備や認可外保育施設の認可化等を実施することにより，平成２９年度末までの待
機児童の解消に向け，効果的・効率的に供給体制を確保していく。
◆「放課後子ども教室推進事業」については，今後，未実施校区に対して，それぞれの立ち上げにあたっての課題を把握し，学校区ごとの実
情に応じた立ち上げ支援を強化していく。
◆「子どもの家・留守家庭児童会事業」については，平成２７年度からの「子ども・子育て支援新制度」の施行を受け，各子どもの家等が適切
に運営できるよう支援の充実を図る。また，平成２９年度からの支援単位の引下げに向けて，供給体制を確保する。
◆「子どもの家建設・整備費」については，平成２７年度からの「子ども・子育て支援新制度」の施行を受け，利用児童の良好な生活環境を確
保するとともに，見込まれる受入児童数の増加に対応する供給体制を確保するため，引き続き余裕教室の活用や一時借用を基本に取り組
んでいく一方，既存施設等の活用が困難な場合においては，現子どもの家等施設の老朽・狭隘化などの状況を総合的に勘案し，計画的に
新たな施設整備を行う。

48 早期療育支援事業（再掲）
早期の療育支援及び保護者
の不安軽減と障がい受容の促
進

障がいが疑われる幼児
及びその保護者

児の発達を促すため，保育士
が遊びを通した指導を行うとと
もに，保護者の不安の軽減と
障がい受容を促す。

計画どおり 226 H19
障がいが疑われる児の発達を促すとともに保護者の不安軽減と障がいの受
容を促せるよう，引き続き，特に他に類を見ない保育士による遊びを通した個
別の早期療育を提供していく。


